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  On January 1, 1999, 11 member nations of European Union (EU) started transaction of new unified 

currency called "Euro" among businesses. This activity will make deep impact on sustainable economic 

growth in Europe. 

 This paper is to examine historical perspective of EU in terms of unification of currencies in 11 countries. 

In addition, creation of the Information Society as well as trends in foreign investment is analyzed. The 

study hinted a rising potential economic power of EU in comparison with USA. In the end, lessons from 

European prosperity and external relations for Japan in the fields of finance, information technology and 

government efficiency are described.

はじめに

ユーロの導入によって欧州経済が変貌 している。本学を含めた学校法人といえども、資産運用

を従来の国内対 ドル建て外債のどちらにウエ イ トを置 くのか に加 えて、新欧州通貨ユーロに応分

のシフトをするべ きかの選択の幅が広がっている。本稿 はユーロ誕生を軸に欧州経済の諸要素を

分析 し、欧州の将来性を鑑みて日本が取るべ き方向に関して、若干の提言を行っている。

1.ユ ーロが欧州経済成長の カギ

ヨーロッパが今、大 きく変貌 しようとしている。99年1月 か らEU通 貨統合は加盟11力 国(フ ラ

ンス、 ドイツ、イタリア、スペイン、ポル トガル、オランダ、ベルギー、ルクセンブルグ、オー

ス トリア、アイルランド、フィンランド)で スター トする。為替取引や銀行間取引がユ`p立 て

で可能となり、2002年 か ら一般国民 も利用できる。この新統合 によって欧州市場 はGDP(国 内総

生産)6.9兆 ドル、人口2億9千 万人の米国並の巨大市場が誕生 した。表1に ユーロ圏の実力 をまと

めてある。

また、為替変動のリスクがな くなり、企業は長期的な投資計画が立てられ、域内の貿易投資が

拡大 しやす くなる。各国の財政赤字の削減で金利 も低下する。さらに、両替の手数料などの取引

コス トが削減 され、物流拠点は一カ所に統括 しやす くな り、ネッ トワークも効率化 される。加え
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て、ユーロ表示で統一 されるため、価格の透明性が増す し、価格競争が激化 し消費者の利益 にな

る。

今後の課題 としては、今回の非加盟の英国、スウェーデン、デンマーク、ギリシャと将来新規

EU加 盟を果たす東欧諸国などとの調整、そ して中央銀行の創設で自国の金融通貨政策の指導権

がとれな くなるジレンマが生まれる。その他、加盟各国間の税制、財政などの調和や賃金格差の

是正が残っている。

98年10月12日 に定例蔵相理事会がルクセンブルグで開かれ、通貨統合に参加する11力 国が2002

年末までに財政の黒字化を達成することで合意 した。その点、新設の欧州中央銀行の ドイセ ンベ

ルグ総裁は欧州議会での証言で 「我々は、99年1月 からユ」ロ圏での金融政策を一手に握 り、圏

内の短期金利 は上限と下限の水準を決めるが、短期金利 は低水準に収斂する」 との楽観的な見通

しを述べていた。同行 は通貨、金利、外貨準備 などの金融政策の舵取 り役になる。各国通貨 とユ
ーロの交換 レー トは12月31日 にECUの 水準をベースに閣僚理事会が決定 した。このように、ユー

ロ導入が事業 コス トの削減につながれば、欧州経済躍進のカンフル剤 になることは間違いない。

豊富で安い資金調達が可能にな り、欧州企業のダイナミズムを生む。ユ ーロは将来欧州の基軸通

貨 として国際通貨 ドルの競争相手になる。

ダイムラー ・ベンツ社は99年1月 から部品の調達先 に対 して、取引での注文、請求、支払いを

すべてユーロ建てにした。オペル も99年3月 か らユー ロ決済へ移行 して、年央 には全面的に導入

する。他 自動車メーカーも部品向け共通ガイドラインを発表 し、ユーロ取引を積極的に導入する。

調達コス トの削減を狙 うわけだ。 この ように各社はユーロ対応 を強化 し、資金の集中管理を進め

財務体制の整備 を急いでいる。その結果、為替 リスク、為替手数料な ど各種の事務 コス トを軽減
'できる

。それが国際競争力の強化 につながる。もちろん、企業業績数字はユーロ建てで表される。

競争の激化 も・予知できる。 また、通貨が統一されると、欧州の小口金融業務が事実上ボーダレス

になるから、ユーロ圏で広域的に業務展開が行 われる。例えば、 ドイッ銀行はリテールバンキン

グ(小 口金融)部 門を本体から分離 させて、専門銀行 を設立する。同銀行は89年 に英投資銀行の

モルガン ・グレンフェルを買収 している。今後、スイスのUBS銀 行 と並 び ドイッ銀行が欧州の総

資産額の トップ争いを演 じるであろう。

2.東 方拡大戦略の始動

拡大EUの 加盟候補の6力 国に対 して第一陣交渉国として98年9月21日 か ら審査が始まった。フラ

ンス、 ドイツ、イタリアなど主要国の政治的思惑が加盟交渉国の選定を左右 している。6力 国 と

はハ ンガリー、チェコ、ポーランド、キプロス、エス トニア、スロベニアである。キプロスを別

にすれば、'いわゆるEUの 東方拡大戦略の第一陣 と言える。5力 国の国民一人当た りのGDP平 均 は

EUの3割 位 と低い。加えて、市場経済化の支援対象国13力 国の経済力になるともっと低い数字だ。

しか し、潜在的には有望な市場であることは間違いない。欧州委員会 は九七年七月に 「アジェン

ダ2000」 を発表 し、EU加 盟に向けての早期交渉が開始 された。申請交渉国には加盟の3条 件 とし

て、政治的及び経済的条件、EU法 の適用 、を達成するガイ ドラインが示 された。加盟実現の目途

は不透明で、早 くて2002年 、おそらくそれよりも2、3年 遅れる と予想 される。加盟準備の進捗状

況が異なる以上、同時なのか先行渉る国があるのか今後の課題である。その後、 トルコ、マルタ、
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スイス、ルーマニア、スロバキア、ラ トビア、リトアニア、ブルガリアなどの申請 も検討 されよ

う。加 えて、EUと 地中海諸国12力 国で2010年 までに自由貿易圏 を形成する構想も浮上 している。

現在のユーロ圏の貿易相手国を表2に まとめたが、米英2力 国で31%を 占める。

2002年 に予定通 り上記6力 国が加盟するとは思いにくいとしても、究極的には人口5億 人の大欧

州の誕生が期待 される。その地域パワー、経済規模からして、米国の一極主義、一人勝ちの時代

はいずれ米欧二極化時代 を迎えることになる。その際のパワー ・バ ロメーターは軍事力、経済力

に加えて情報通信技術力(テ クノロジー ・ギャップ)で はないか。

欧州経済は98年4月 一6月期が鈍化の兆 しを見せ、GDPの 伸び率は、加盟15国(ユ ーロ参加11ヶ 国

プラス ・イギリス、スウェーデン、デンマーク、.ギリシャ)全 体で前期比0.2%に 甘ん じてしまっ

た。第1四 半期までが、0.6%成 長だった故にアジア経済危機の影響も多少受けたもの と思われる。

だが、欧州企業はアジア通貨危機の影響を受けなが らも業績 に吸収 し、域内の需要拡大を支えに

自動車、情報通信など戦略産業の好調が目立つ。例えば、98年 上半期の業績は純利益の伸び率が

ダイムラー ・ベ ンツ社103%、 ノキア社74%、 フォルクス ・ワーゲ ン社70%、 フィリップス社

59%と 大幅増益が目立っ。もちろん、通信メーカーのアルカテルなどアジア市場の売上げ減で業

績 に響いている企業も存在する。なお、欧州委員会の発表(98年10月22日)で は、98年 のGDPは

2.9%、99年 は2.4%成 長を予測 している。

3.EU通 信 自由化 でネ ッ トワーク経済へ

「欧州経済は域内の経済繁栄のためだけにまい進 している」 とデイリー米商務長官は批判する

ほ どだ。欧州経済の最近の動向としては98年1月 にスター トしたEU通 信自由化の成果が上げられ

る。規制機関の整備、ユニバーサル ・サービス、相互接続 などの行政絡みの進展は加盟各国で ま

ちまちである。欧州市場は2千億 ドルの通信市場 を形成 し、世界の電話回線 の34%を 占める米国

と並ぶ世界最大の情報通信市場 と言えよう。欧州の二大通信事業者であるドイツ ・テ レコムとフ

ランス ・テレコムは通信 自由化以前か ら、国際通信サービス 「グローバル ・ワン」合弁事業で米

長距離通信事業者のスプリント社 と共に、活発 な協力関係 を図っている。独仏両政府は両テ レコ

ムの株式持 ち合いを2%ず つ行 うことを認めた。また、両社 はマルチメデ ィア、情報機器、研究

開発などの分野での協力に合意 している。そ うした協力 を生か して、フランス、 ドイッ両国を除

いた欧州域内でライバルのブリティッシュ ・テレコムを横 目に2003年 の市場シェアも10%を 目標

にしている。

米国のNII(国 家情報インフラ)「スーパー情報ハイウェー」戦略に対抗 して、欧州では 「イン

フォメーシ ョン ・ソサエティ」構想が推進 されている。汎欧州情報ハイウェー建設を全欧に張 り

巡 らされた鉄道線路を利用 しての光 ファイバ ー網の拡張、 インターネット基幹ネットワークの敷

設、通信 ・放送 ・コンピュータの融合によるマルチメディア化、デジタル欧州規格携帯電話GSM

の普及 といった施策が該当する。通信のデジタル ・ネットワーク化が進めば進むほど、ユーロの

決済機能 と物流の効率化が加速 して、ネットワーク経済の規模のメリットが出て くる。
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4.欧 州委員会の役割

欧州マルチメディア・フォーラムのワッカー専務理事は 「私共の本部の有 るブリュッセルに情

報が集中 しつつある。事実上の欧州の首都 となる」 と予測する(注1)。2万 人の 『欧州職員(ユ

ーロクラット)』が働いている。欧州委員会 などに務めるユーロクラットは24の 総局 と10の 特別

局で構成 される事務局以外に理事会に2,500人 、欧州議会に3,500人 、司法裁判所に730人 などで計

2万8千 人にのぼる。

ユーロクラット対加盟各国官僚機構の戦いは、国家主権 と超国家論 に基づ く権限分担の在 り方

に終始 している。欧州合衆国を目指す前者 に対 し、ブリュ ッセルへの過度の権 限集中を嫌い、

「主権国家の連合体」 と位置づける ドイツ、 フランス両政府 などの後者 との溝は深い。EUが 決定

する法令は加盟国の内政の法的規制拘束の半分以上 を占める。従 って、EU基 本条約の 『補完性原

則』(EU機 能の限定化)の 解釈論が絶 えず物議を醸 している。

統一通貨ユーロは着実に普及 してい くので、EU側 の権限 も拡大する。独英仏3大 国に対抗する

他の中小国にとってはEUの 発言力 こそが弱者の見方となるケースも少なくない。今後、共通農業

政策 と地域振興基金の配分見直 しという大型課題に取 り組む必要がある。いずれ、東欧を加盟 さ

せる東方拡大政策が奏功すると、加盟約30力 国の巨大EUが 誕生する。その際、独仏英が国家主権

を簡単 にEU本 部に差 し出す とは考えに くい。そこがユーロクラットがスーパー国家を画策する上

での悩みである。一概に 「欧州市民」「ヨーロッパは一つ」 と謳われるものの、その統合プロセ

スは一筋縄ではいかない。

さて、第13総 局長顧問のエクハー ト氏は 「現在マルチメディア社会へ向けたグリーンペーパー

を作成中」と説明して くれた(注2)。 これは情報通信やメディア産業に関する作業文書で、98年

中に調査 を終え報告書を採択する見込みである。とのガイ ドラインは情報通信産業に対する投資

の枠組みやコンテンッの作成、流通、活用、バランスのとれた法整備 をまとめるものである。こ

のように欧州ではすでに高度情報化社会へ向けて走 り出 している。

5.欧 州は高度情報社会

運輸通信省の高官達の説明によると、フィンラン ドは高度情報化社会の実現 を目指 して政府の

国家戦略 を立てている(注3)。 例えば、一人1台 のパ ーソナル通信が究極 の目標で、固定電話を

国中に配線す るユニバーサル ・サービスは不用 としている。地元の新聞には 「9月1日に世界で初

めて携帯電話の普及率が50%を 超 えた」 と発表 された。'さらに、同国はインターネッ トの国民一

人当た りの普及率も世界一である。高度情報化社会が移動体通信 を突破口に現実のもの となって

いる。 また、世界第二位の通信 メーカーのエ リクソン社のマグナス ・カルンサン ド副社長 は、

厂国内の高度情報化社会が我が社への貴重な人材供給 を可能にして くれる」 と述べていた(注4)。

移動体技術、無線技術は次世代携帯電話の国際標準の統一に向けて日欧対米国で しのぎを削 って

いる。この技術開発の勝者が世界の通信 を牛耳ることになろう。

欧州域内統合の進捗 と共 に欧米企業の大合併 も展開されている。情報通信産業の世界で は、

AT&TとBTの 提携が発表 された。米英 アングロサ クソン系企業の団結である。米国の巨大通信サ

ービス会社AT&Tは ワール ド・パー トナーズ をすでに組織 し
、KDD、 ユニソース、 シンガポー
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ル ・テ レコム、テルス トラ各社 とパー トナー協定 を結 んだ。 しかし、今回のBTと の国際通信サ

ービス分野の合弁事業は、このワール ドパー トナーズと将来的に重複するため後者を99年 末に解

散することを発表 している。
'スウ

ェーデンのテリア社 は、ワール ドパー トナーズの ヨーロッパの主役を演 じるユニソース三

大通信事業者の一つである。同社 は日本のNTTの ような存在だが、民営化問題で もめている。マ

ジランド副社長の説明 によると、厂緩やかなアライアンスによるこのパ ー トナーズ展開には限界

があ り、各社 とも多国籍企業向け通信サービス を独 自でも実施 している」 と言う。

AT&TとBTと の合弁子会社は事実上、2社 の国際回線 を譲 り受けての国際部門の合併 に近い。

両社の全売 り上げの8分 の1の 合併で、百億 ドルの売 り上げが期待 される。AT&T・BTの 新連合は

第3国 の国内市場では両社の相互不可侵のルールを守るが、いずれは一体化 した活動 も考えられ

る。3年 以内に両社は超高速ネットワークを敷設 して百都市をリンクする予定である。

しか し、BTは 以前AT&Tに 対抗するためMCI買 収交渉 を行ったが、ワール ドコム社 に敗退 した。
一方のAT&Tは 米国市内市場進出が遅れ

、インターネッ ト分野が弱いという批判がなされている。

従 って、 この新連合 ばこうした弱点をカバー し、世界規模での再編成を行 うのが目的で、大競争

時代の幕開けを演 じている。

国家主権が重視 される通信産業において、国境を越 えた大合併はこれまでは考えられなかった。

これ以外 にも自動車産業やビックバ ンを迎えた金融機関での欧米企業間合併が日常化 している。

この新潮流は第一に、国境 を越えた産業や金融のニーズが大 きく変化 したこと、第二に、技術進

歩 を伴う産業界の発展 は経済の国際化 を促 し、それが地元の産業 に跳 ね返るパターンが顕在化 し

たからである。加えて、第三に、多国籍企業向けサ ービスやグローバル市場 に対するアクセスが

より重要になった点 も見逃せない。 さらに、第四に、巨大市場全体 を拠点 とした規模の利益が経

営戦略の要になった点も重要であろう。その意味では、世界最大の市場を持つ欧州 と米国の企業

同士が合併提携することは時流 といえよう。

6.欧 州企業の対外投資

情報通信に並んで欧米企業の再編成が進んでいるのが金融機関である。ロンドン ・シティの ビ

ックバ ン以来米系金融機関の欧州進出はめざましく、買収合併 によって欧州金融市場での一大勢

力を築いている。 しか し、最近は8年越 しの米経済の好景気 とウォール街の高株価市場 を反映 し

て米系金融機潤 に対す る欧州企業側の買収 も盛んになっている。97年 米 ウォール街の名門投資銀

行ディロン ・リー ドを買収 したスイス ・ユニオン銀行、同じく名門モルガン ・グレンフェルを傘

下に収めた ドイッ銀行 など、枚挙 にい とまがない。金融市場はすでにグロらバル化 しており、ユ

ニバーサル ・バンキングを目指す大西洋を挟 んだ企業群の活発な提携、合併 ドラマの展開が期待

されよう。

さて、EUの97年 の対外直接投資は前年比46%増 の1,723億ECU(IECU=150円)、 域内直接投資

が992億ECUとEU統 計局が発表 した。域外国の中で米国向けの投資が倍増 し、全体の41%を 占め

る376億ECUに 達 した。この点、欧州企業の 『米国買い』がダイムラー社のクライスラー社買収

に代表されるごとく活況 を呈 している。

いずれ国別 レッテルが意味 をなさない超国家企業同士の大型合併、再編成時代が到来 しよう。
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もはや、モノとカネのマーケ ットを国ごとに考える時期は終わっている。 自動車産業の国際再編

成 もダイムラー ・クライスラー社 の誕生によって現実化 している。98年5月 に両社 は合併に合意

したが、9月18日 に承認を求める臨時株主総会が両社 でそれぞれ開催 された。その結果、売上高

世界第3位 の 自動車メーカーとして11月 にも新会社 ダイムラー ・クライスラー社が発足 した。こ

の新会社は売上高約1,400億 ドルと世界第2位 のフォー ド自動車に迫る勢いである。合併の結果、

部品や資材購入の一本化、開発 ・販売費の節減で年間35億 ドルのコス ト削減効果が生 まれるはず

である。両社はダイムラー社が欧州マーケット、クライスラー社が北米マーケ ットに特化 してお

り、'相互の補完が地域的に可能 となろう。今後は両社 の弱いアジアや中南米市場での事業展開で

協力 し合 うことになろう。

しか し、自動車工業会役員は 厂両社の企業文化の違いが重要な克服課題 になる」 と指摘 してい

た(注5)。 英語 を公用語 にした り、役員報酬 はクライスラー経営者が圧倒的 に多かっただけに、

ダイムラー側株主か らは違和感があると言 う。だが、世界的に見れば、この新会社に刺激 されて

日米欧自動車メーカー問の提携はさらに加速 してい くだろう。基幹産業、戦略産業である自動車

主力メーカー同士が国籍 を超えて大合併することは数年前 まで考えられない現象である。統一欧

州は通貨から将来、安全保障、外交分野にも広が り、政治統合へ と紆余曲折を経て進 んでいこう。

7.欧 州の経済復権

欧州合衆国の形成に死角は無いのか。21世 紀に向けての統一欧州へ はイバラの道が残されてい
'る

。欧州は民族、文化、歴i史が異なる国hの 連合体である。 しかし、医師や看護婦 をはじめ資格

の共通化を計 り、標準化 に努力 している。独仏英スペイン5力国でEU全 体のGDPの 約9割 を占め

る。また、EU予 算の半分 を農業蔀門が占めるが、南北格差が生 じている。

注 目すべ きは大国 ドイツである。同1国は98年9月27日 に選挙が行われた。16年 間 ドイッを統治

し、欧州政治に多大 な影響 を持ってきたコール首相の率いるキリス ト教民主同盟(CDU)の 票が

伸びず、シュレーダー党首の第2党 の社民党(SPD)が 勝利 し、政権の座 に就いた。現在 ドイッは

経済低迷、4百 万人 を超 える戦後最大の失業、加 えて統一か ら8年を経過 している旧東独の地域的

後進性 などの諸問題を抱えている。また、経済構造改革は十分に行われず、企業の国際競争力が

低下 しているという問題 も表面化 している。こうした苦悩が選挙結果 に如実に表れた。

その点、 ドイツ経済に関してはOECD報 告によると、98年 の実質経済成長率 は内需回復の効果

によって最終的には2.7%成 長を期待 している。97年 は1.4%ま で落ち込んだが、その後輸出主導

で回復基調になっている。98年 は企業の国内設備投資、及び個人消費の伸びなどが底堅い。失業

率については98年 前半 まで戦後最悪の記録であったが、内需拡大の影響を受けて低下の見込みで

ある。98年 の失業率は失業手当ほしさの偽装失業者 も含め10%と 高 く、旧東独地域での失業問題

が構造的である。 ドイッ産業の空洞化は顕著で、企業は人件費の安いポーラン ド、チェコ、齟ハン

ガリーなど東欧へ工場進出 してしまった。 この高 コス ト体質が、雇用拡大 を阻み、高失業率 を生

んでいる。

コール氏は欧州の戦後史の中で、イギリスのチャーチル氏やフランスの ドゴール氏 に比較 され

る指導者であ り、そしてミッテラン、サ ッチャーと共に欧州外交全盛時代 を築いた張本人であっ

た。16年 間の政権の中で ドイツ統一事業の完成、及び欧州共通通貨ユーロの創設など多 くの功績
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を残 している。

東独 との統一の際に当時のソ連への譲歩が数百億マルクに上る対 ソ経済支援であった。それが

今 日の ドイツーロシアの強固な経済的基盤を築いたわけだが、逆 にロシア経済の混乱 によってロ

シアに対する金融負債の拡大 という問題を抱 えてしまっている。 ドイツの民間銀行の対ロシア融

資残高は約3百 億 ドルを超えており、日米欧の民間銀行貸出額全体の四割 を占めている。

コール無き ドイッが中欧、東欧への経済覇権を確立するのは容易ではない し、強いマルクへの

警戒感 も薄 らいでいく。この2つ の 『大国 ドイッの経済覇権』『強いマルク』の阻止がEU存 在の意

義とまで言われただけに政権交替が生んだ代償であろう。

そ もそ もEUの 歴史は、独仏パ ワー ・ポ リティクスの均衡化の歴史である。 ミッテラン大統領

(当時)は 仮想敵国の ドイッをEUの 枠組みに入れて欧州の平和 を維持する欧州戦略に乗 った。91

年12月 に合意されたマース トリヒ ト条約(欧 州連合条約)こ そ独仏2大 パ ワー間の実質的不戦協

定である。国家主義を抑えこんで、欧州のバルカン化 を回避する意図が見え隠れする。

8.中 道左派政党の出現

98年9月20日 にはスウェーデンで総選挙が行われ、与党の社会民主党が議席 を大幅に減 らしな

がら第一党の座 を守った。ペーション首相は連立政権を左翼政党 と組 んだ。その場合、選挙の争

点が福祉 国家のあ り方だったゆえに国営企業の民営化が足踏みすることになる。『大 きな政府』

潮流は変わらないか らだ。また、単一通貨ユーロについても99年 スター トの第一陣にスウェーデ

ンは参加 しないが、今後の可能性は残すという政策 をとっていた。 しか し、現実には左翼政党 な

どがユーロ参加に消極的なため、早期参加の見込みは困難iになったようだ。

スウェーデンの行政組織は、各省庁が所管事項 ごとに、いわゆる本省スタッフと関連する外局

(エージェンシー)に 機能 を分散 している。交通通信省のフレドリクソン部長は 「エージェンシ
ーは本省から包括的な方向性を受け、そこで専門性 を持って自主的に政策を推進する仕組み」 と

解説する(注6)。 「本省スタッフは産業省が140人 、交通通信省は95人 にすぎない」 と付け加 える。

日本の行政でも話題になったエージェンシー制が定着 している。

フランスでは社会党政権下のジョスバン内閣 も雇用重視政策をとる。ジョスバ ン首相は欧州連

合加盟15力 国中アイルランドとスペインを除 く13力国政府を治める中道左派政権が連携 しての雇

用政策 を充実する施策 を訴えた(注7)。 資本市場か ら高額の借入れを行って大規模経済成長プロ

ジェク トを実施する財政政策依存型プランである。

その点、経済財政産業省の ラカルデ部長は中道左派政権 に移っての新政権の一つ として新 しい

短縮労働時間について説明 して くれた。つ まり、「我が政府は失業対策の柱 として週35時 間制労

働 を導入 した」 と前置 きし、「4月に成立 したが2千 年の新法定労働時間の施行以前にすでに移行

する企業 に補助金が出る」 と、労働時間削減 による新規雇用創出を狙 う雇用優先の風潮を解説 し

て くれた(注8)。

こうした中道左派勢力の全欧的出現 は、9月 の ドイッのシュレーダー政権 の誕生によって確固

たるものになっている。米ソ対立の冷戦時代 に醸成された米独英のレーガン、 コール、サッチャ

ー保守中軸時代が終えん したわけだ。ソ連 とい う巨大な敵が消え、ポス ト冷戦は経済優先時代ヘ

シフ トした。冷戦時代 に社民党が躍進することは考えられなかったが、対 ソ軍事脅威から解放さ
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れた 『ポス ト冷戦の落とし子』として 『保守対革新』 などのイデオロギー闘争が弱.まり、中道左

派路線が現実主義化 して国政 を委ねるのに国民 に抵抗感が薄 らいだ。冷戦終焉から10年 が経過 し

て、有権者の政党観の変化が如実に表れた結果 といえる。自由主義が共産主義、社会主義体制に

勝利 したゆえの産物である。その点、ス トックフォルムでコンサルタント会社を経営するヤコビ

ッッオ氏は、関心が雇用、高齢化、福祉、環境、都市問題対策 に移っている点に保守政党の認識

が甘かった点 も指摘する(注9)。

労組 をバ ックとしたこの政党勢力の特徴 を挙げると、欧州全体で1,800万 人にのぼる失業対策=

雇用対策 を重視することである。従 って、年金改革、税制改革など構造改革が中途半端になり、

経済成長の阻害要因を有する。また、IMFが 指摘するユーロ体制の流動性不足の緊急事態に対応

しきれない点、ロシア危機が深刻化 した場合の対ロ交渉をこなせる大物政治家指導者の不足など

も懸念 されよう。

英国の米国指向も特色 とされる。アングロ ・サクソン系の元宗主国として米英関係の絆は減法

強い。大陸欧州諸国に対 しEUに 遅れて加盟 してきた英国は外様大名的イメージが未だにつ きまと

う。欧州委員会で会 った官僚たちとの会話からそのニュアンスが察せ られた。軍事行動 も米英共

同歩調が多いが、英国企業の企業文化や国際会計基準、監査役 システムは米国に近 く、インター

ネ ット社会に向けてその共通認識は低下することはない。『ユーロ』導入に関 しても、英国は第

一陣に加わらなかった。

英国がユーロ導入のスター ト時に不参加を決定 した理由をブラウン蔵相 は97年10月 に、(1)英

国独 自の金利政策を失 う、(2)英 国への投資促進効果 に疑問、(3)シ ティの国際金融センターと

しての位置が不透明、(4)景 気サイクルが大陸欧州 と異なる、(5)労 働市場への影響が大 きい、

と説明 した。 しか し、英国産業界の参加要望が強 く、保守党の反統合政策 と距離 を置いている

(注10)。 表3に外貨準備に占める主要通貨の比率をまとめてある。英国ポン ドは3.4%を 有する。

最後に南北格差、民族の壁である。ポル トガル、ギリシャなど南欧諸国の経済力 は弱 く、EUの

補助金が大量 に流れている。いずれ、中欧、東欧諸国が多数加盟するとなると、経済格差を埋め

るための資金手当が必要になる。経済力、労働 コス ト、税制の違いなどの格差は看過で きない。

各国内にも南北格差が存在する。イタリアの ミラノに代表 される北部商業、工業都市地域 とシシ

リー島など後進的南部地域 との経済力の差 は歴然 としている。また、ベルギーのようにフラマ ン、

ワロン、ブリュッセルの3地 域の民族、行政上の独立性の高いシステムの国も存在する。こうし

た地域格差、民族的問題 を内在 しての大欧州構想だけに、国家主権の部分的放棄とある種の連邦

制の在 り方が絶えず論議の的になる。

但 し、世界最強を誇る米国が21世 紀も唯一の超大国であ り続 ける保証はない。米国モデルの自

由経済 に対 して、欧州新勢力は計画 と規制モデルを前面 に押 し出そうとしている。経済、外交、

文化、軍事力の面に欧州復権がなされれば世界のパワーバランスは変わる。

9.日 本への教訓

欧州が将来、紆余曲折 を経て30ヶ 国に拡大 され、米国と共に世界一の経済規模 を誇る 『欧州合

衆国』 として重要な役割を演 じる可能性は先に述べた通 りだが、そのことが日本に直接、間接的

に影響 を及 ぼすことも確かである。それらを列挙 してみよう。
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一つ 目が、ユ ーロ圏対 ドル圏の2大 世界金融市場化 である。前述 した通 り、ユーロ圏は域内貿

易が中心であ り、海外の景気に左右 されに くい安定経済を推進できる。特 に、99年 からのユーロ

導入の特需によって金融機関だけで60億 ドルの ビジネスが誕生 した。情報 システム産業な ども同

様な新規需要が期待 されている。将来、ユーロ圏が国際基軸通貨 ドルの補完的立場から2大通貨

ドル ・ユーロ体制へ と向かった場合、 日本の円が国際市場から孤立することになりかねない。 日

本政府は以前から 「円の国際化」 をスローガンにしてきたが、アジア経済の不振 によってこの構

想は十分機能 していない。円がアジアの基軸通貨になるのは難 しいとして も、 ドル、ユーロに対

抗で きる第3の 国際通貨に成長するかは日本の国益 とも絡むであろう。

二番 目には、『大西洋連合』に触れなければならない。欧米が一体 となって日本市場の開放、

規制緩和の対 日要求を突 きつけてきている と見たほうが良い。日本に対 して米国と欧州が一体化

して共同歩調をとる外交戦略は今後 も継続 されると思われる。こうした大西洋連合の形成は世界

経済の7割 を占める日米欧間の古 くて新 しいゲーム展開と理解すべ きであろう。

三番 目は、逆に対米カー ドの存在である。欧州委員会の外交官達からよく耳にするのは、日本

が対米一辺倒 であ り、欧州に対するアプローチが弱い という点である。こうした日本対する欧州

人の考え方 は浸透 してお り、彼 らから見ると日欧の協力 によって米国との交渉や関係 を有利 に展

開できるという思いがにじみ出ている。世界 の超大国アメリカに対抗できる欧州 としては、 日本

を抱 き込んでアジア市場 も含めた新たな世界戦略を模索 しているのではなかろうか。すなわち、

EUは 米国に文句が言える唯一の勢力で、数年前は政府調達問題で欧米間が ぎくしゃくした経緯:が

あるが、クリン トン米政権は交渉の際に譲歩 している。欧州爻化 を守るルール作 りもフランスを

中心に活発であ り、対米戦略の位置づけに日本の存在意義がわかる。

四つ 目は、情報通信の分野である。情報通信産業はすでにグローバル化、ボーダレス化 してお

り、通信の国家主権が他の分野 よりは弱いのが特徴である。欧州の場合、GSMと 呼ばれる欧州統
一規格の携帯電話が世界市場の半分を占めるに至っている

。こ の携帯電話は大半の外国に持参 し

ても国際ローミングで使用が可能である。今後、第3世 代移動体の世界標準規格で日欧が協力す

ることによって、WCDMA方 式が世界のグローバルスタンダー ドになった場合、日欧の企業戦略

が一致する。 フィンラン ドを見 るまでもなく、21世 紀が高度情報社会の到来 を意味 しているだけ

に、今後 『情報通信産業の覇権 を制するものが世界を制する』 とまで言われていることに注 目す

べ きであろ、う。

終わりに

最後 に、欧州で現在起 きている経済、政治、文化のパラダイム ・シフトは21世 紀の世界 を予測

する意味で非常 に重要な教訓 を我が国にも与えてお り、我々も十分その点を認識 してい くことが

望まれる。ユーロの誕生が世界経済、金融通貨分野の潮流を変革 してい くダイナニズムを日本が

どう活用するかが問われている。
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(注1)欧 州 マ ル チ メ デ ィ ア ・フ ォー ラ ム は正 式 英 語 名EuropeanMultimediaForumと 称 し、 欧 州

各 国 の マ ル チ メ デ ィア 関 連 企 業 の 業 界 団体 で あ る。

(注2)第13総 局は欧州委員会の中で情報通信、研究開発分野 を管轄する部局である。"グ リーシ

ペーパー"は 政策指針のEU報 告書の俗称である。

(注3)フ ィンランド政府は運輸交通事業 と情報通信分野を統合 した中央官庁で業務を行っている。

(注4)エ リクソン社は売上げ2兆8千 億円、利益2,870億 円、社員10万1千 人の大企業で、スウェー

デンのス トックホルム市 に本社を置 く。

(注5)米 国と欧州、特に ドイッの会社経営は会計監査 システムや取締役会の機能、労働組合の位

置付けなどが異なる。

(注6)「 エージェンシー」はイギリス政府機構でも見られる組織形態で役所の企画ス タッフ部門

と対照的に外部的な存在である。 .

(注7)中 道左派政権は労働組合の支持 を得て雇用確保を政策スローガンに誕生 したケースが多

く、失業対策に対する優先順位が高いのが特色。

『(注8)フ ランス政府 は失業問題対策の 目玉 として週
35時 間労働制 を実質的に導入 し、労働者の残

業が減る分新規雇用が可能 になるが、国民の不満解消 に躍起 となっている。

(注9)ス ウェーデンのケースも、冷戦の終焉によって軍事的脅威が無 くなり、国民あ関心が高齢

化、雇用、福祉分野にシフ トした社会現象が明白になっている。

(注10)英 産業界 の強い要望 を受け、労働党政権は2002年 をメ ドにユーロ参加の可能性 を選挙 に

向けての政策選択肢 に乗せている。
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表1ユ ー口圏の実力

項 目 ユ ー ロ 圏 米 国 日 本

経常収支(億 ドル) (946) (一Zloo> (li20)

人口(百 万) 290.0 268.0 126.2

GDP(兆 ドル) 5.9 8.1 3.0

1人 当 た りGDP(ド ル) 20,188 30,147 23,791

GDP成 長率(%) 2.5(2.9) 3.9(3.5) 0.8(一2.7)

失業率(%) 12.3(11.7) 5.0(4.6) 3.4(4.2)

消費者物価指数(%) 1.6(1.2) 2.4(1.7) 1.7(0.5)

出所)ド イチェバ ンク 97年 デ ー タ()内 は98年 推 定

表2ユ ー口圏の貿易相手国(97年)

国 比 率

① 英 国 17.01

② 米 国 14.12

③ スイス 5.85

④ 日 本 5.32

⑤ ス ウ ェ ー デ ン 3.65

⑥ ロシア 3.10

⑦ 中国 3.04

⑧ デ ンマ ー ク 2.32

⑨ ポ ー ラ ン ド 2.27

⑩ ノ ル ウ ェ ー 2.21

出所)欧 州委員会

表3外 貨準備に占める主要通貨の比率(97年)

通 貨 比率(%)

米 ドル 57.1

独マルク 12.8

ECU 5

円 4.9

英ポン ド 3.4

仏 フラン 1.2

その他 15.6

出所)フ ァイ ナ ン シ ャ ル ・タ イ ムズ
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